
令和年月日 水曜日 (号外特第号)官 報
〇
財
務
省
令
第
二
十
四
号

内
国
税
の
適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等
に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
九
年
法
律
第
百
十
号
）
第
四
条
第
二
項
第
一
号
（
同
法
第
四
条
の
三
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）及
び
内
国
税
の

適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等
に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
九
年
政
令
第
三
百
六
十
三
号
）
第
五
条
第
一
項
各
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
内
国
税
の
適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等

に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
三
年
三
月
三
十
一
日

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

内
国
税
の
適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等
に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

内
国
税
の
適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等
に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
九
年
大
蔵
省
令
第
九
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
二
項
第
九
号
中
「
の
押
印
」
を
削
り
、
同
項
第
十
号
中
「
第
一
号
か
ら
前
号
ま
で
」
を
「
前
各
号
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
第
一
号
ロ
中
「
の
押
印
」
を
削
る
。

第
十
一
条
第
二
項
中
「
及
び
第
六
項
」
を
「
、
第
四
項
及
び
第
七
項
」
に
改
め
、「
は
、」の
下
に
「
次
項
第
一
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
提
供
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
」
を
加
え
、「
第
四
条
の
」
を
「
第
四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
及
び

第
七
項
か
ら
第
九
項
ま
で
の
」
に
、「
よ
る
」
を
「
よ
り
、
次
項
第
二
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
提
供
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
同
条
第
五
項
及
び
第
七
項
の
規
定
の
例
に
よ
る
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

３

法
第
四
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次
に
掲
げ
る
方
法
と
す
る
。

一

国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第
一
項
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
記
載
事
項
を
送
信
す
る
方
法

二

国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
の
二
第
一
項
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
同
項
に
規
定
す
る
特
定
フ
ァ
イ
ル
に
記
載
事
項
を
記
録
し
、
か
つ
、
税
務
署
長
に
対
し
て
、
当
該

特
定
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
た
当
該
記
載
事
項
を
閲
覧
し
、
及
び
国
税
庁
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
す
る
権
限
を
付
与
す
る
方
法

第
十
一
条
第
七
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、
同
条
第
四
項
か
ら
第
六
項
ま
で
を
一
項
ず
つ
繰
り
下
げ
、
同
条
第
三
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

４

前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
記
載
事
項
の
提
供
を
行
う
者
は
、
同
号
に
規
定
す
る
特
定
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
し
た
記
載
事
項
を
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
の
二
第
三

項
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
令
和
四
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
四
条
の
改
正
規
定
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
財
務
省
令
第
二
十
五
号

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
律
第
十
一
号
）
の
一
部
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
二
十
五
号
）

第
四
条
、
第
五
条
、
第
七
条
及
び
第
八
条
第
四
項
並
び
に
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
令
和
三
年
政
令
第
百
二
十
八
号
）
第
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
電
子
計
算

機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
三
年
三
月
三
十
一
日

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十
年
大
蔵
省
令
第
四
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
第
一
項
中
「
、「
国
税
」」を「「
国
税
」」に
改
め
、「
、「
納
税
地
等
」」及
び
「
、
納
税
地
等
」
を
削
り
、
同
条
第
二
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

２

こ
の
省
令
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

電
子
計
算
機
処
理

電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
行
わ
れ
る
情
報
の
入
力
、
蓄
積
、
編
集
、
加
工
、
修
正
、
更
新
、
検
索
、
消
去
、
出
力
又
は
こ
れ
ら
に
類
す
る
処
理
を
い
う
。

二

納
税
地
等

保
存
義
務
者
が
、
国
税
関
係
帳
簿
書
類
に
係
る
国
税
の
納
税
者
（
国
税
通
則
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
二
条
第
五
号
（
定
義
）
に
規
定
す
る
納
税
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
及
び
第
五
条
第
五
項
第
二
号

ホ
に
お
い
て
同
じ
。）で
あ
る
場
合
に
は
当
該
国
税
の
納
税
地
を
い
い
、
国
税
関
係
帳
簿
書
類
に
係
る
国
税
の
納
税
者
で
な
い
場
合
に
は
当
該
国
税
関
係
帳
簿
書
類
に
係
る
対
応
業
務
（
国
税
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
り
業
務
に
関
し
て

国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
業
務
を
い
う
。）を
行
う
事
務
所
、
事
業
所
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
の
所
在
地
を
い
う
。

第
二
条
を
削
る
。

第
三
条
第
二
項
を
削
り
、
同
条
第
一
項
中
「
承
認
を
受
け
て
い
る
保
存
義
務
者
」
を
「
規
定
に
よ
り
国
税
関
係
帳
簿
（
同
項
に
規
定
す
る
国
税
関
係
帳
簿
を
い
う
。
第
六
項
第
四
号
を
除
き
、
以
下
同
じ
。）に
係
る
電
磁
的
記
録
の
備
付
け
及

び
保
存
を
も
っ
て
当
該
国
税
関
係
帳
簿
の
備
付
け
及
び
保
存
に
代
え
よ
う
と
す
る
保
存
義
務
者
」
に
、「
に
従
っ
て
当
該
承
認
を
受
け
て
い
る
国
税
関
係
帳
簿
に
係
る
」
を「（
当
該
保
存
義
務
者
が
第
五
条
第
五
項
第
一
号
に
定
め
る
要
件
に
従
っ

て
当
該
電
磁
的
記
録
の
備
付
け
及
び
保
存
を
行
っ
て
い
る
場
合
に
は
、
第
三
号
に
掲
げ
る
要
件
を
除
く
。）に
従
っ
て
当
該
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
及
び
第
二
号
を
削
り
、
同
項
第
三
号
中
「
法
第
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を

「
電
子
計
算
機
に
対
す
る
指
令
で
あ
っ
て
、
一
の
結
果
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
組
み
合
わ
さ
れ
た
も
の
」
に
、「
こ
の
条
及
び
第
五
条
第
二
項
」
を
「
こ
の
項
及
び
第
六
項
第
五
号
」
に
改
め
、
同
号
イ
中
「
の
概
要
」
を「（
電
子
計
算
機

処
理
に
関
す
る
シ
ス
テ
ム
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）の
概
要
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
一
号
と
し
、
同
項
第
四
号
を
同
項
第
二
号
と
し
、
同
項
第
五
号
を
削
り
、
同
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

三

国
税
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る
当
該
国
税
関
係
帳
簿
に
係
る
電
磁
的
記
録
の
提
示
又
は
提
出
の
要
求
に
応
じ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
て
お
く
こ
と
。

第
三
条
第
一
項
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
に
第
一
項
と
し
て
次
の
一
項
を
加
え
る
。

法
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
国
税
関
係
帳
簿
は
、
所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
又
は
法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
の
規
定
に
よ
り
備
付
け
及
び
保
存
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
帳
簿
で
あ
っ
て
、
資
産
、
負
債
及
び
資
本
に
影
響
を
及
ぼ
す
一
切
の
取
引
に
つ
き
、
正
規
の
簿
記
の
原
則
（
同
法
の
規
定
に
よ
り
備
付
け
及
び
保
存
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
帳
簿
に
あ
っ
て
は
、

複
式
簿
記
の
原
則
）
に
従
い
、
整
然
と
、
か
つ
、
明
瞭
に
記
録
さ
れ
て
い
る
も
の
以
外
の
も
の
と
す
る
。
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